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�� はじめに�

 本研究ではリサイクル率に分別数がどのくらい影響してい

るのかについて、最小二乗法を用いて考察していく。それを

明らかにすることで、日本のリサイクル率を上げることに繋

げていく。�

�

�

�� 背景�

今回の研究をする背景は、インターンシップに行かせてい

ただいた地方自治体の方々が、ごみの様々な問題は未だに多

いと言っていたことだ。そこで多くの地方で問題となるゴミ

問題に着目し、研究を進めてきた。ごみ問題を調べていく中

で、日本のリサイクル率が低さと、焼却の多さを知った。結

果リサイクル率を上げることに貢献できる可能性のある研究

をすることにした。�

�

日本のリサイクル率は周りの諸国と比べても低い。� ��	

加盟国（�
��年）のリサイクル率は、アメリカ合衆国が

��％、韓国が �％、ドイツが ��％に対し、日本は �％で

ある。また、日本はごみの約 �０％を焼却していると分かっ

ている。資源は有限であり、リサイクル率をあげる必要があ

る。日本国内のリサイクル率の平均は ��％（平成 �


年）であり、�
年以上の間 �
％前後の範囲で変化し大きく

変わっていない（表 �）。しかし、日本国内にもリサイクル

率が �
�を超える市区町村は存在するため、日本だから上

げられないことはないはずと考えられる。�

�

������������図 � リサイクル率の推移�

「環境省 一般廃棄物の排出及び処理状況等 平成 �
年度

を参考に筆者が作成」�

�

私が考えた仮説は、「分別数を増やせば、リサイクル率は

上がる」である。リサイクル率に影響を与えていると要因は

いくつも考えられる。その中でも実際の政策に活かしやすい

要因は、地方自治体などの政府が操作できる事象であると考

えた。そこで、分別数に着目することにした。�

�

本研究では、リサイクル率はごみの排出量に占める、リサ

イクル量の割合（％）であり、環境省の公開している一般廃

棄物処理実態調査を参考にする。計算方法は、�

リサイクル率（％）＝（直接資源化量＋中間処理後再生利

用量＋集団回収量 �ごみの総処理量＋集団回収量）×�

�

である。�

�

�

�� �目的�

 この研究の目的は分別数を操作することで、リサイクル率

をどのように増減させられるかを明らかにすることだ。後々

は、日本のリサイクル率が上がる際の政府の活動を考察する

一つの指標になればと考えている。�

�

19.00%

19.50%

20.00%

20.50%

21.00%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

リ
サ
イ
ク
ル
率

年度

リサイクル率の推移



��
�

�

�� �研究方法�

 研究方法としては日本全国 ��

以上の市区町村を対象�

に、リサイクル率、分別数、およびそれ以外でリサイクル率

に影響を与える要因のデータを集める。具体的に集めたデー

タは、政府の介入の余地がある政策的要因として、分別数や

収集の際の料金の有無。逆に、政府ではどうしようもないこ

とが多い地域的要因として、人口、面積、人口密度、所得で

ある。集めたデータを回帰分析にかけ、関係性を調べる。リ

サイクル率（％）、分別数、人口（人）、面積（�� ��、人口密

度（人��� ��はそのままの数値を使用する。所得に関しては

納税義務者一人当たり課税対象所得（千円�人）を使用。料

金に関しては、主要と判断した混合ごみ、可燃ごみ、不燃ご

み、資源ごみの �つを用意した。料金有り �、なし 
として

ダミー変数を使用する。�

�

�

� 先行研究�

 リサイクル率と分別数の関係はもちろん、政策的要因お

よび地域的要因との関係性について考察した研究はある

������。政策的要因や地域的要因という言葉もそこで用いら

れていた言葉を引用している���。しかし、それらは �
��年

現在から �
年以上古いデータを使用していたり、範囲を関

東圏などに絞って研究していたりした。本研究は、範囲を全

国の市区町村として、それらの可能な限り最新のデータを使

用することで、より現在正確と考えられる結果を目指す。�

�

�

� 結果�

 計測結果は表 �の通りである。分別数の係数（推定値）

は正であり、約 
��となった。図 �の散布図からも正の関係

にあることがわかる。つまり分別数を �増やすことにより、

リサイクル率は 
��％増加する。また �値が絶対値 �よりも

大きいため、有意である。さらに �値が 
�
�未満という小

さい値であり、「統計的に有意」であると判断できる。した

がって、私が考えた仮説の通り、分別数を増やせば、リサイ

クル率は上がる。また、分別数を �増やすことにより、リサ

イクル率は 
��％増加するということである。係数にこそ多

少の差はあるものの、先行研究と同じように分別数を増やせ

ばリサイクル率は上がる結果となった。多数の市区町村の新

しいデータを使用しても結論に差異はほとんどないというこ

とである。この結果から、分別によりゴミを細かく分ける行

為は、ごみの処理および資源化、再生利用の負担を軽減し、

楽にする効果があると考えられる。近年、リサイクルのため

ごみの分別が呼び掛けられているが、効果があるということ

である。�

�

表 � 推定結果 ��

回帰統計 

重相関 R 0.2154 

重決定 R2 0.0464 

補正 R2 0.0414 

標準誤差 13.1014 

観測数 1718.0000 

表 � 推定結果 ��

分散分析表 

 自由度 変動 分散 観測され

た分散比

有意 

F 

回

帰

9.00 14260.36 1584.48 9.23 8.96E-

14 

残

差

1708.00 293171.21 171.65   

合

計

1717.00 3007431.56    

表 � 推定結果 � 

 推定値 t 値 

切片 11.4482*** 

(2.8761) 

3.9804 

分別数 0.4195*** 

(0.0623) 

6.7326 

人口（人） -3.9427E-06* 

(2.0182E-06) 

-1.9536 

面積（km2） 0.0011 0.8094 
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(0.0014) 

人口密度（人

/km2) 

0.0006*** 

(0.0002) 

2.5920 

所得（千円/人） 0.0007 

(0.0010) 

0.7077 

料金（混合ごみ） 4.2291** 

(2.1488) 

1.9681 

料金（可燃ごみ） 0.6788 

(0.9557) 

0.7103 

料金（不燃ごみ） 2.4048** 

(0.9392) 

2.5604 

料金（資源ごみ） -4.1841*** 

(1.3824) 

-3.0266 

（注）***、**、*印は 1％、5％、10％の水準で統計的に有意

であることを示す。括弧内の数値は標準誤差。 

�

�

図 ��リサイクル率と分別数の散布図�

�

分別数以外のその他の要因の中でも、地域的要因の結果も

見ていく。人口密度は �％水準で「統計的に有意」であり、

�上げることによりリサイクル率を約 
�


�増加させるこ

とができる。図 �から、正の関係性を持つことが読み取れ

る。人口、面積、所得は �％水準で「統計的に有意」はな

く、リサイクル率とは関係が小さいと判断できる。人口、面

積が有意ではなく人口密度は有意となったが、使用したデー

タはすべて同じ年度の国勢調査である。このような結果にな

った理由は、人口や面積は両方が変化するもしくはどちらか

片方が劇的に変化する場合にリサイクル率を増減させる要因

になると考えている。�

�

図 �リサイクル率と人口密度の散布図�

�

 また、政策的要因として挙げた料金の有無については、資

源ごみ以外は �％水準で「統計的に有意」と判断できない結

果となった。しかし、�％水準の場合は可燃ごみ以外が「統

計的に有意」と判断できる結果となった。�

資源ごみのみ �％水準で「統計的に有意」という結果か

ら、資源ごみに料金を課すことでリサイクル率は下がるとい

うことは判断できる。多くの人が資源ごみに料金が有ること

を嫌がっており、資源ごみに料金を課すべきではないという

ことだ。本研究の目的とは違うため言及はしないが、重要な

発見の一つとして紹介しておく。�

�

�

� 今後の課題�

このデータを生かして日本のリサイクル率を上げるために

は、どのような政策や活動が必要かということが今後の課題

である。現実ならば、分別数を増やせばリサイクル率は上が

ると認知されていても、分別数を増やす際に様々な問題があ

るだろう。分別数を増やせば、ごみを分ける際に今まで以上

の労力がかかり、集める際はさらに広い場所も必要だろう。

当然コストもかかる。住民の負担も増え、不満も出る。分別

数を増やしても、分別してもらえるかという問題もある。現

在の日本はリサイクル率を現在の �
％前後から �
％前後ま

で上げることを目標にしていると聞いたことがある。しか

し、この研究の結果通りならば、分別数を ��増やせばリサ

イクル率は �
％上がる計算になる。これは現実的とは言え

ないだろう。今後、分別数の変更があるかどうかは分からな

いが、それぞれが分別の意識を持つことは重要だろう。�
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� おわりに�

 今回、私が考えた仮説の通りの結果を得ることができた。

そして、これは先行研究に概ね近い結果でもある。しかし、

この研究の �
年後、或いは �
年後には違った結果が出る

かもしれない。リサイクル率を上げるための要因が、常に最

新のデータで認知されることが望ましいだろう。分別数とリ

サイクル率の関係も継続的に調査、研究していくことが必要

である。�

�
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